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物流関連施設　提出書類一覧表（表紙）
	No
	提出書類
	様式・枚数制限※１
	提出部数
	市チェック欄

	
	
	
	正
	副
	

	１
	物流関連施設　提出書類一覧表（表紙）
	本紙：１枚
	1
	－
	

	２
	指定申請書
	様式1：１枚
	１
	14
	

	３
	法人等の概要
	様式2：１枚
	１
	14
	

	４
	提案書一式（14項目）
	様式3～13：１枚
	１
	14
	

	５
	・法人、又は団体の定款、寄附行為、規約その他これら
に属する書類
	－
	１
	14
	

	６
	・物流等関連施設　指定管理者申請書類（申請団体役員名簿）
※別途エクセルデータ提出
	様式14
	
	14
	

	７
	・申請書を提出する日の属する事業年度の事業計画書
又はこれに類する書類及び過去２か年の事業報告書
	－
	１
	14
	

	８
	・法人の登記簿謄本（登記事項証明書）
	－
	１
	14
	

	９
	・過去3年間の法人税納税証明書及び消費税納税証明書（税務署発行の納税証明書「その３の３」）
	－
	１
	14
	

	10
	・過去3年間の貸借対照表、損益計算書、財産目録
	－
	1
	14
	

	11
	・横浜市税の納税状況調査の同意書
	様式15
	1
	14
	

	12
	・欠格事項に該当しない宣誓書
	様式16
	1
	14
	

	13
	・直近２か年の事業年度の労働保険料の納付証明書（労働局または労働基準監督署による納付証明書）
	－
	1
	14
	

	14
	・団体の現在の組織、人事体制を示す人事労務関係の書類（就業規則、給与規定等）
	－
	1
	14
	

	15
	・法人、又は団体のパンフレット
	－
	1
	14
	


※１　各様式について、枚数制限を超えたものについては、審査対象から除外しますので、各様式の枚数制限にご注意ください。
※２　審査書類提出時には、本紙を1部ご持参ください。
※３　No,8,9,13の証明書については、原本1部、写し14部で結構です。
【様式1】
第１号様式(第２条の５第１項)
指定申請書
平成　　年　　月　　日
（申請先）
横浜市長
所在地
団体名　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
　次の港湾施設の指定管理者の指定を受けたいので、申請します。
（施設名）　物流等関連施設
　　　　　　　　　
　(注意)申請に際しては、次の書類を添付してください。
　　(1)　事業計画書
　　(2)　定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類
　　(3)　法人にあっては、当該法人の登記簿謄本
　　(4)　指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年度及び前々事業年度の収支計算書及び事業報告書
　　(5)　当該港湾施設の管理に関する業務の収支予算書
　　(6)　その他市長が必要と認める書類
(A4)　
【様式２】
法　人　等　の　概　要
（平成　　年　　月現在）
	ふりがな
法人等名
	

	所在地
	〒

	電話番号
	

	代表者
	
	Ｆａｘ
	

	設立年月日
	　　　　　　　年　　　　月

	沿　　革
	

	業務内容
	

	主な実績
	

	財政状況
（過去3年間について記入してください）
	年　度
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度

	
	総収入
	
	
	

	
	総支出
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	連絡担当者
	【氏名】
【電話】
【Ｅmail】
	【所属】
【ＦＡＸ】


【様式３】
	１　管理運営の基本方針
（１）物流等関連施設を運営するための基本的な知識、能力

	■本施設を運営するうえで必要な知識、能力、経験等について記述してください。



A4１枚（表裏使用可）以内で記述してください。
【様式４】
	１　管理運営の基本方針
（２）物流等関連施設を運営するための取組方針

	■本施設を運営するうえでの取組方針について記述してください。



A4１枚（表裏使用可）以内で記述してください。
【様式５】
	２　管理運営の安定性
（１）管理体制及び組織

	■本施設を適切に管理運営するうえで必要と考える体制及び組織について記述してください。



A4１枚（表裏使用可）以内で記述してください。
【様式６】
	２　管理運営の安定性
（２）人員配置計画

	■本施設を適切に管理運営するうえで必要と考える人員配置について記述してください。



A4１枚（表裏使用可）以内で記述してください。
【様式７】
	２　管理運営の安定性
（３）管理実績

	■本施設と同様又は類似する施設の管理実績について記述してください。



A4１枚（表裏使用可）以内で記述してください。
【様式８】
	２　管理運営の安定性
（４）経営基盤

	■法人等の経営状況について記述してください。



A4１枚（表裏使用可）以内で記述してください。

【様式９】
	３　管理運営に関する提案
（１）効率的な管理、利便性向上による利用促進

	■本施設の効率的な管理や利便性の向上による利用促進策について記述してください。



A4１枚（表裏使用可）以内で記述してください。
【様式10】
	３　管理運営に関する提案
（２）経費節減

	■本施設の管理運営に係る経費節減策について記述してください。



A4１枚（表裏使用可）以内で記述してください。
【様式11】
	３　管理運営に関する提案
（３）安全管理・法令の遵守等

	■本施設を適切に管理運営するうえでの安全対策、緊急時の対応策や法令の遵守、個人情報の保護について記述してください。



A4１枚（表裏使用可）以内で記述してください。
【様式12】
	３　管理運営に関する提案
（４）その他の提案

	■その他、本施設を管理運営するうえでの提案について記述してください。



A4１枚（表裏使用可）以内で記述してください。
【様式13】収支計画書は、別途エクセルファイルをダウンロードして使用してください。
　
 （参考）エクセルファイル様式
[image: image1.emf]
【様式14】

物流等関連施設　指定管理者申請書類
（申請団体役員名簿）
	公の施設
	

	所在地
	


	団体名
（商号又は名称）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	住所
	

	
	
	
	

	役職
	氏名
	フリガナ
	性別
	住所
	生年月日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


指定管理者の資格要件に規定する「暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体でないこと」を確認するため、横浜市が神奈川県警察本部に対して調査･照会資料として使用することに同意いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所　在　地：
　　　　　　　　　
団　体　名：
　
代表者氏名：　　　　 　　　　　　　　　　　　　㊞　
【様式15】
横浜市税の納税状況調査の同意書
平成　　年　　月　　日
横浜市　　　　　長
所在地
団体名　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
＜横浜市税の手続きにおいて、通知等送付先の登録が
上記所在地と異なる場合は、下記もご記入ください＞
　通知等送付先
当団体は、物流等関連施設の指定管理者として応募するにあたり、指定管理者選定時及び、指定管理者に選定された場合、指定期間内に毎年１回、横浜市が以下の市税納付状況調査を行うことに同意します。
(1)市民税・県民税（特別徴収分）
 (2)市民税・県民税（普通徴収分）
 (3)法人市民税
 (4)事業所税
 (5)固定資産税・都市計画税（土地・家屋）
(6)固定資産税（償却資産）
(7)軽自動車税
＜該当がある場合は、できれば下記にもご記入ください＞
■法人市民税 賦課コード（領収証書の法人番号）
　※横浜市内に本店又は営業所があり、課税されている方は、できればご記入ください。　
	申告区※区名を記入してください（例：「鶴見区」）
	

	法人番号
※「法人市民税申告書」又は「領収証書」に記載されている法人番号を入力してください（例：「20-10001」）
	


■横浜市事業所税 賦課コード
　※横浜市内に本店、営業所及び支店等があり、課税されている方は、できればご記入ください。 （資産割：市内の事業所床面積の合計が1,000m2以下であるときは課税されません。従業者割：市内の事業所等の従業者数が100人以下であるときは課税されません。）　※県の事業税ではありません。　
	申告区※区名を記入してください（例：「鶴見区」）
	

	整理番号
※「事業に係る事業所税申告書」又は「領収証書」に記載されている整理番号を記入してください（例：「20-10001」）
	


【様式16】
欠格事項に該当しない宣誓書
平成　　年　　月　　日
横浜市長
所在地
団体名　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
当団体は、「横浜市物流等関連施設　指定管理者審査要綱」に定める欠格事項に該当しないことを宣誓します。
【様式17】
辞退届
平成　　年　　月　　日
横浜市長
所在地
団体名　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
平成　　年　　月　　日付で応募しました、「横浜市物流施設等関連施設」の指定管理者の選定に係る審査について、以下の理由により辞退します。
辞退する理由：
【様式18】
質問書
平成　　年　　月　　日　
団体名：　　　　　　　　　　　　
横浜市物流等関連施設の指定管理者の審査等について、以下のとおりご質問致します。
	質　問　内　容

	≪質問内容をご記入下さい≫


※質問の概要及び回答は港湾局HP上にて行います
※当質問書はFAXまたはE-Mailで横浜市港湾局港湾経営課担当にお送りください。電話でのお問合せには応じられませんのでご了承願います。
【担当】               
横浜市港湾局港湾経営課 　藤川・竹ノ内
FAX：045（671）0141
e-mail：kw-kouwankeiei@city.yokohama.jp






本様式とあわせて、県警照会様式（エクセルファイル）の提出も必要なため、エクセル入力により本様式が自動出力されるエクセルファイル（別途送付）を使用してください。
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